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令和 7年度 鹿角市議会総務財政常任委員会派遣調査報告書 

 

 

 先に実施した令和 7年度総務財政常任委員会の派遣調査について、次のとおり報告

します。 

 

記 

 

 

1．調 査 期 間       令和 7年 7月 28 日（月）～30 日（水） 

2．訪問先及び調査事項 

①島根県海士町 「移住・定住の取り組みについて」 

②島根県松江市 「自主財源確保の取り組みについて（宿泊税条例について）」 

3．調査の概要  別紙のとおり 

4．参 加 者       委 員 長  湯 瀬 弘 充 

        副 委 員 長  舘 花 一 仁 

         委   員  中 山 一 男 

丸 岡 孝 文 

松 村 託 磨 

         議会事務局  小田嶋 真 人（随行） 

 

 

               

               総務財政常任委員長  湯 瀬 弘 充 

 

鹿角市議会議長  児 玉 悦 朗  様 



総務財政常任委員会行政視察所感報告書 

作成：湯瀬弘充 

【日 時】令和 7 年 7 月 28 日〜30 日 

【視察先】島根県(隠岐郡海士町、松江市) 

【参加者】湯瀬弘充、館花一仁、中山一男、丸岡孝文、松村託磨 

随行：小田嶋 

 

１．海士町  

【視察先】島根県隠岐郡海士町 

【視察日】令和 7 年 7 月 29 日（火） 

【視察項目】移住・定住の取り組みについて 

 

・海士町では、急速な人口減少と財政難という厳しい状況を背景に、「自立促進

プラン」に基づき、地域資源と人材を活用した持続可能なまちづくりを進めてい

る。中でも、注目すべき取り組みは「大人の島留学」および「親子島留学」であ

る。「大人の島留学」は 20〜30 代の若者を対象とし、3 ヶ月〜1 年の期間で地域

企業や行政機関での就業体験を通じて、地域課題に向き合いながら学びと働きの

場を提供する制度である。一方、「親子島留学」は都市部からの小中学生とその

保護者を受け入れ、地域や学校との連携や自然体験を通じて移住や教育機会の格

差是正にも寄与している。 

 また、「高校魅力化プロジェクト」では、地域と連携した探究学習・課題解決

型教育を実施し、地域に誇りと関わりを持つ人材育成を図っている。教育分野と

地域政策を一体的に進める姿勢は非常に先進的であった。さらに、公務員の副業

を容認する「半官半 X 制度」や、地域人材が複数の仕事を持つ仕組みを支援する

「副業協同組合」など、地域の人材循環を支える制度設計も印象的であり、自治

体と民間が連携して持続可能な社会の実現を目指す先進事例として高く評価でき

る。 

 こうした海士町の取り組みは、鹿角市における人材育成や関係人口の創出、高

校教育改革にも応用可能であり、今後参考に政策提言などをしていきたい。 

 



２．松江市  

【視察先】島根県松江市 

【視察日】令和 7 年 7 月 30 日（水） 

【視察項目】自主財源確保の取り組みについて(宿泊税条例について) 

 

・松江市では、観光政策の財源多様化と持続的な観光地経営を目的として、令和

6 年に宿泊税条例を制定し、令和 7 年 12 月からの施行を予定している。課税対

象は「1 泊 5,000 円以上」の宿泊者で、一律 200 円が課税される。税収の主な使

途は、観光資源の磨き上げ、人材育成、広域観光圏形成、受入環境整備、公共交

通や景観整備であり、松江市の観光施策を総合的に支える財源として位置づけら

れている。 

 また、制度設計においては、観光事業者や旅館組合、市民への丁寧な説明と意

見交換を重ね、パブリックコメントも実施。特別徴収義務者となる宿泊施設向け

には説明会とマニュアル整備を行い、制度理解と協力体制を構築している。 

 質疑では、無許可宿泊施設への対応、オンライン申告制度の有無、小規模事業

者への配慮、税収の透明性・使途の公表、導入後の見直しタイミング（3 年・5

年想定）など、具体的かつ実務的な内容が確認された。 

 宿泊税を通じて観光と財政の両輪を支える松江市の取り組みは、鹿角市が自主

財源の拡充や観光振興を図る上で、制度設計や運営の両面において非常に参考と

なる事例であった。 









































総務財政常任員会行政視察報告（所感レポート） 
                                        丸岡孝文 
視察実施日 令和７年７⽉２８日〜３０日 
視察場所（自治体等）島根県海士町 島根県松江市 
視察目的 島根県海士町 人口増につながっている移住定住の取り組み等について 
     島根県松江市 宿泊税導入について 
 
 
（ 島根県海士町視察報告 １ ） 

８⽉２９日（火）午前中、海士町交流促進担当課⻑柏⾕猛⽒より海士町の人口減への今までそしてこれ
からの取組について説明をいただきました。 

説明は２０年前の島前高校廃校危機に始まる町の生き残りへの取組から始まり有名なキャッチフレー
ズ「ないものはない」を掲げ①「ありません」何もないというネガティブな開き直り②「すべてあります」
生きてゆくために必要なものは全てあるというポジティブ思考③「ないならつくる」無いならみんなで
作る過程を大切にするという挑戦のもと行政、企業、町⺠の町全体が⼀丸となった町おこしを続け、廃校
寸前の高校は８０名ほどの規模から現在は１８０名規模、⼀学年のクラス数が２クラスへと、島⺠数が
２００５年以降の人口予想数（国立社会補強・人口問題研究所）を大きく上回る数となり、現在２００５
年の島⺠数に近づきつつあることなど、至これまでの取組と成果について詳細なお話を伺った。 

 
（ 説明に対する所感 ） 

視察の目的は人口減少への対策であったが、説明を聞き、人口減少問題の解決にはそれに特化した対策
を打つのではなく、財政の問題や教育の問題解決と⼀体で官⺠が同じ未来（将来）を描くことがなければ
解決できないと感じた。自治体存続に対する税支出減の取組みが島⺠（町⺠）を巻き込みながら進められ
たことが「徹底した守りの戦略」のもと、自ら身を削る役所の取組みを知った住⺠たちが自らに係わる税
支出削減提案を町に逆提案するなどにより支えられ続けていることに驚きを感じた。鹿角市的に実現は
難しいことばかりではあるが先ずは市⺠意識と市職員の仕事への向かい方の変革を進めるべきではない
か？それには住⺠アンケート偏重の施策の⾒直し、真に市⺠の生の声を聞く⼿段を⼯夫実践するべきで
はないか？しかし行うとすれば「時間の無駄（同じ市⺠しか出てこない）」「何も意⾒など出ない（出たこ
とがない）」「非難の的にされる」等役所側からの作業が遅延するとの反発も出るだろうが、事前に作成し
たものを書き物で示すのではなく、準備から生で市⺠と向き合い作成する施策つくりの実践が必要と強
く感じた。 

 
（ 島根県海士町視察報告 ２ ） 

いま海士町の町政の経営指針は「ないものはない」×「みんなでしゃばる（ひっぱる）」、続けてきた「自
立・挑戦・交流」を踏襲してさらに、根づいた伝統文化や半農半漁の暮らしや絆を大切にした「継承・団
結」の思いのもとみんなで引っ張る島づくりを目指す「半官半Ｘ」だという 

その施策の中心が「大人の島留学」という取り組みであり午後から島前ふるさと魅力化財団還流事業部
⻑⼭口祥史⽒から「大人の島留学」のしくみについてお話を伺った 



 
２０年前島前高校の廃校問題を契機に「島留学」を進める教育の魅力化構想がスタートして現在生徒数

１８０名とまでになった。人口減少への⻭⽌め効果として注目を集めた。しかし高校卒業後の進学就職
等で島外へほとんどの生徒が出てゆく現状であった。高校では教育の魅力化ということで成果を上げて
いるが、卒業生のＵターンや高校に通っていた人が島へ戻ってくるという人の流れが作れていないとい
う現状があった。２０２０年１０⽉に高校ＯＢが「もう⼀度島に戻って活動しないか」と呼び掛けたとこ
ろ３名が集まり「大人の島留学」と名付けて関係者に呼びかけを行った。その後ＯＢ・ＯＧの中のコミュ
ニティの中で話題となり世間に情報発信を行うと島前高校や島前・隠岐地区とは全く縁のない方１０名
を含む１５名ほどから問い合わせがあり「お試し版 大人の島留学」を行ってみたのがスタートであっ
た。 

それから５年経ち現在約５００名程度の２０代を中心とした若者が留学生として活動をしている。 
この取り組みはいわゆる移住定住とか就職と言われるものではなく「滞在」という形をとっている。 
地域おこし協力隊の財源を利用しあえて３年ではなく３か⽉、半年、１年という短い滞在期間での募集

とし「地域おこし協力隊」という⾒せ方はせずにホームページやＳＮＳで情報発進した。 
この制度スタート時は行政主導で個人の留学生と業務委託を結び町（行政）仕事もしくは島内事業所で

週５日間シンプルに島内の事業者の業務を行う、いわゆる就業型のインターンシップであり、町の新し
いプロジェクト（事業）の為とか留学生のやりたいことを何か形にしてもらうとかではない。島（町）の
やらなければならない仕事を週５日間やってもらいながら自分たちのできる事ややりたい事を探り⾒つ
けてもらうという制度としている（自分探しのような受入れ） 

２年前に行政主導から「島前ふるさと魅力化財団」を設立して町が行っていた「島留学事業」のほとん
どの事業を財団が業務委託をする形で現在は進めている 

 
（ 説明に対する所感 ） 

今鹿角市の最大の悩みは若年層の市外流出にどうやって⻭⽌めをかけられるかということ。同じ問題
を抱えた海士町では「守ってばかりでは、未来は⾒えない」攻めも同時に行うとの考えの中、人口構造２
０代３０代を増やすという課題解決策が「大人の島留学」と言われる滞在就業型の施策だ。⼀番の特徴は
「地域おこし協力隊」の制度を海士町独自化し「他を真似ない方法」に仕立てた事だと感じた。鹿角市も
平成２７年より地域おこし協力隊制度を利用しこれまでに１１名の人材を「移住コンシェルジュ」とし
て採用し、任期中は移住者として移住定住に特化した情報発信や移住相談に専門従事していただいてい
る。この制度はいくらかの変更はあったものの１１年間同じようなスキームを繰り返している。県内で
はトップの移住成果とはなっているが若者を呼込むや流出を少なくする成果はほぼ無いのではと⾒える。
鹿角市への移住者の年齢は３０代後半から４０代で子育て世代が多いのではないか？子育て環境の良さ
が良く移住定住の決め⼿になったと聞かれる。海士町では３０代から４０代の住⺠が少なく、若い人の
相談役となる現役世代をどのように確保するのかが今後の課題で島外にアンバサダーと呼ぶ関係人を増
やす施策を行っていた。これは関係人口を増やす為の「鹿角家」と同じ試みだ。このことは３０代以降子
育て世代の移住定住策は鹿角市が海士町より⼀歩前だと感じ、今後は若者世代の移住や人口減対策につ
いて「地域おこし協力隊」移住コンシェルジュの取組はじめ、ＮＰＯ法人かづの classy とのかかわり方
について大きく再考すべきと考える 



 
（ 島根県松江市視察報告 ） 

８⽉３０日（⽔）午前中、松江市財政部市⺠税課⻑勝部まゆみ⽒、松江市財政部税務管理課⻑⽯倉要治
⽒はじめ担当職員の方々より本年１２⽉より松江市において導入を開始する「宿泊税」について導入ま
での経緯や期待する効果などについて説明をいただきました。 
 

観光戦略プランを進める上で観光振興の為の持続的な観光財源が必要とし、令和５年松江市新たな観
光財源検討委員会を立上げ検討し、令和６年３⽉に報告書を市に提出した。 

令和６年４⽉からパブリックコメント募集、宿泊事業者への説明会・アンケートを実施し９⽉に「松江
市宿泊税制度に関する基本方針」を策定した。１２⽉に「松江市宿泊税条例（案）」可決、令和７年３⽉
に公布され施行日は令和７年１２⽉１日とした。 

導入目的は「国際文化観光都市としての魅力向上と将来にわたり持続可能な観光地として発展させる
為とした。観光振興による経済の好循環を生み出す効果に期待。 

概要は⼀泊５０００円（素泊まり、税抜き）で⼀人２００円とし、修学旅行等は免除とした。 
制度は施行後３年を目途に⼀回目の⾒直しを行い以降５年で行うこととした。 
使いみちについては①観光戦略プランの主要事業に掲げられているもの②新規事業や既存事業の拡充

に充当とした。例として観光振興に向けて①マーケティング・プロモーション②観光閑散期（オフシーズ
ン）対策③観光推進組織つくり➃観光客受け入れ環境・サービス向上等とした。 

又、宿泊税の導入にあたり事業者においてレジなどを宿泊税に対応できるようシステム改修が必要と
なるためかかる費用への支援（補助金）にも取り組む予定。 
宿泊者（納税者）に対し制度への理解をいただくための広報（印刷物、観光施設へのポスター等）周知に
ついて実施する。 
 
 
（ 説明に対する所感 ） 

自治体規模が大きく異なるので単純には比較できないものの説明をうかがう限りでは鹿角市も導入に
向けて検討を行い早期に条例を策定し施行すべきと考える。 
松江市は⼀人２００円の徴収で令和８年度は１５０万人の対象宿泊者で３億円の税収を⾒込んでいると
の事であった。鹿角市の令和６年度の宿泊者数は約２０万人で納税対象者が８割あるとすれば３千２０
０万円、⼀泊３００円とすれば４千８００万円の税収が⾒込める。 
観光振興事業や宿泊施設、スキー場、市⺠プール等既存の施設整備等「稼ぐ市政」に役立つと考える。 
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総務財政常任委員会（視察先：海士町・松江市）行政視察報告書 

2025年 7月 28日～7月 30日 

総務財政常任委員会 

委員 松村託磨 

【総括】---制度と人材の“設計力”に学ぶ 

今回の視察を通じ共通して感じたのは、「制度は設計できる」「人材も設計できる」と

いう強い意思と実践である。 

海士町では、教育を核に据えた人材循環の構築によって地域再生を図り、松江市で

は、市民と事業者との対話を重ねながら信頼される税制度を丁寧に設計していた。 

それぞれ異なる分野での先進的な取り組みであるが、その根底には「地域をどう設計

するか」という共通の問いと真摯に向き合う姿勢があった。 

鹿角市においても、外的環境の変化や人口減少という課題を前に、既存制度の枠に

捉われず、「新たな関係性」「新たな財源」のあり方を主体的に構築していく姿勢が求

められる。 

今回得られた知見を、今後の議会活動や政策提言に活かし、地域の持続可能性と魅

力向上に資する取り組みへと繋げていきたい。 

  
（視察の舞台となった海士町全景。制度と人材の設計力を体感） 
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【視察先①】島根県隠岐郡海士町（2025 年 7月 29日） 

  
（SNSで募集される「大人の島留学」と、役場内の拠点「しゃばりば」。挑戦者を受け

入れる仕組みと場が整っていた。） 

教育と人材循環から始まる地域再生戦略に見る可能性 

海士町の取り組みは、過疎や財政難といった課題を、教育と人材戦略によって打開し

てきた挑戦の連続であった。特に印象的だったのは、「島留学」や「大人の島留学」に

よって一時的な関わりをもった人材を“滞在人口”として位置づけ、それを前提に“還

流”を生み出す戦略的な設計である。 

一度関わった人が、時間を経て再び戻り、再び関わり、地域と共に何かを創り出して

いく――このような循環の仕組みは、持続可能な地域づくりにおける重要な視点であ

ることを示していた。 

主な視察内容 

 高校魅力化と島留学 

 「高校を残すこと」を地域づくりの核と位置づけ、全国から生徒を呼び込む

“島留学”を展開している。 

探究型の学びや地域との協働によって、生徒数は廃校のボーダーとされる 1

学年 21 人を大きく超過し、入試倍率は 2〜2.5 倍を記録するなど、全国から

注目される存在となっていた。 
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 「大人の島留学」による担い手づくり 

 島留学OBの声から生まれた「大人の島留学」は、20〜29歳を対象に、3

か月または 1年間のインターン型・協力隊型の滞在プログラムとして実施され

ている。 

名称をあえて「地域おこし協力隊」とせず、“堅さ”を避けた柔軟な設計とし、受

け入れ事業者も一社ずつ開拓。公平性と自由度の両立に注力していた。 

住まいは 3～4人単位のシェアハウスを中心に、町が寄付物件等を選定・運

用することで対応しており、民間不動産事業者がいない中でも工夫を凝らし

ていた。 

こうした取り組みの成果として、海士町では人口の 18％が移住者という状況

が生まれており、若者が多く集い、町に活気があった。 

日常の中には釣りやサイクリングといった自然との接点がありつつも、Wi-Fi

などの通信環境も整っており、ICT と自然の共存も実現されていた。 

 総合計画とまちの再構築 

 町の哲学とも言える「ないものはない」というスローガンには、①ない、②す

べてある、③ないなら創る、という三重の意味が込められており、これが政策

の根底に息づいていた。 

過去には地方債負債 101 億円という深刻な財政危機に直面したが、町長ら

の給与カットによる「守り」と、“しごと・まち・ひとづくり”による「攻め」を両輪と

して立て直しに成功している。 

現在は「みんなでしゃばる（しゃばる＝強く引っ張る）」まちづくりを掲げ、ふる

さと納税の戦略的活用、体験型交流プログラムの展開、職員採用にはキャン

プ型選考などのユニークな取り組みが見られた。 

  

（まちづくりの哲学“ないものはない”が町の随所に息づく） 
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鹿角市への示唆 

海士町の根本には「短期滞在でも関われる仕組みを最大化する」設計思想があっ

た。 

「定住」や「関係人口」に加え、「還流人口」という新たな視点で人材と地域の関係を設

計する姿勢は、U ターンや外部人材の活用を模索する鹿角市にとっても大きな示唆

となる。 

また、移住支援制度が限定的であるにも関わらず人を惹きつけていた要因として、挑

戦できる環境設計、そして Instagram広告やストーリーズ等を活用した現代的な

情報発信力が挙げられる。 

鹿角市では、これまで取り組んできた移住促進・関係人口創出施策、大学との連携

協定といった資源に、「関与→還流→共創」というストーリー性を持たせ、多様な主体

と連携した人材循環を志向することが、次の段階として重要である。 

 

【視察先②】島根県松江市（2025 年 7月 30日） 

  

（市民への丁寧な説明と戦略的な資料づくりで、対話を重ねた制度設計が随所に見

られた。） 
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信頼と共創による宿泊税制度の構築に学ぶ 

松江市が導入を進めている宿泊税制度は、観光財源の確保という目的にとどまら

ず、市民・事業者との継続的な対話を通じて「共に地域をつくる税制度」として信頼と

納得を構築している点が印象的だった。 

観光地としてのブランド形成を担う政策として、制度設計・運用のいずれにおいても

戦略性が感じられた。 

主な視察内容 

 制度概要と設計手法 

 松江市では、令和 7年度から 1人 1泊あたり 200円の宿泊税（法定外目

的税）を導入予定である。 

導入に向けては、市内 137 の宿泊施設（ホテル・旅館・民泊等）を対象に事業

者登録を進めており、目標税収 3億円というゴールから逆算して制度設計を

行っていた。 

徴収漏れ・不申告を防ぐために、事前売上申告を必須とし、実績との乖離には

税務調査も視野に入れる段階的な運用手法が採られていた。 

また、事業者側が必要とするシステム改修費への補助制度も整えられており、

補助額は「補助対象経費の 1/2、かつ上限額は市内宿泊施設数×25万円」

という具体的なルールが設定されていた。 

 財源の使途と戦略性 

 宿泊税の使途は以下の 2つに分類されている。 

① 観光戦略プランに基づく主要施策への充当 

② 民間事業者への補助金を含む既存・新規事業への拡充 

特に②では、審査を経て民間への補助が可能となる仕組みが用意されてお

り、徴収された税の「使い道が見える化」されている点が印象的であった。 

 市民・事業者との対話 

 制度設計にあたっては、事業者・市民との継続的な意見交換を行っており、

以下のような具体的な声が制度に反映されている。 

・「松江市はまだオーバーツーリズムではない。将来的な備えとして有効活用

してほしい」 

・「入湯税と明確に用途を分けてほしい」 

・「レジ対応にかかる費用が高く補助条件が厳しい」 
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・「市外・海外の宿泊者に対する説明も丁寧に」 

これに対し、松江市は制度導入後も「対話型の運用」を継続する方針を明確

にしており、税制度が“取る”ものではなく、“共に活かす”制度であるという意

識を持って対応していた。 

 ターゲット戦略と情報発信 

 誘客エリアは国内では中国地方・関東・関西圏、海外では台湾・フランスを

重点対象として設定。 

特にフランス市場については「未訪問地への関心が高く、SNS波及効果が期

待できる」と分析し、データと感性を掛け合わせた戦略が展開されていた。 

鹿角市への示唆 

鹿角市でも、観光を地域経済の柱とするならば、宿泊税制度の導入は有効な財源確

保策の一つとなる可能性がある。 

ただし、松江市のように「信頼」「対話」「還元」が制度の根幹に据えられた事例を踏ま

え、丁寧な制度設計と段階的導入が不可欠である。 

また、民間補助制度や納税管理のDX対応など、事務的な実装にも配慮が求められ

る。 

鹿角市において制度導入を検討する際には、松江市の事例は非常に有益な先行モ

デルとなるだろう。 

 

以上、本報告書が今後の市政に資する議論の一助となれば幸いである。 


